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第１	
 はじめに 

１	
 深層防護（多重防護）の意義 

「深層防護（多重防護）の考え方」とは，一般に，安全に対する脅威から人

を守ることを目的として，ある目標をもったいくつかの障壁（以下「防護レベ

ル」という。）を用意して，あるレベルの防護に失敗したら次のレベルで防護

するという概念である。この概念を適用して安全性を確保するためには，信頼

性が高く，かつ共倒れしない防護レベルを，脅威に対して幾重にも準備してお

く必要がある。すなわち，ある防護レベルがどんなに頑健であったとしても，

単一の防護レベルに完全に頼ってはならず，一つの防護レベルが万一機能し損

なっても次の防護レベルが機能するようにしなければならないという考え方

である。（甲４７８「原子力安全の基本的考え方について	
 第Ⅰ編	
 別冊	
 深

層防護の考え方」２頁）	
 

２	
 深層防護（多重防護）の考え方に関する債務者の主張 

この深層防護（多重防護）の考え方について，債務者は，名古屋高等裁判所

金沢支部平成２６年（ネ）第１２６号大飯原発３，４号機運転差止請求事件に

おいて，下記のとおり主張している（甲４７９「準備書面⒇」１１～１２頁）。	
 

⑴	
 １審原告らが挙げる，国際原子力機関（ＩＡＥＡ）における５層から成

る深層防護（多重防護）の考え方は，１審被告も取り入れるものであり，

１審被告は，これを踏まえて，本件発電所につき，多段的な安全対策を講

じている。	
 

しかしながら，１審原告らがその主張の前提とする「原発運転差止訴訟

における具体的危険性の判断にあたっても，…各段の防護策のいずれか１

つにおいても不備がある場合には具体的危険性があると判断されるべきで

ある」との立論は，「多重防護の考え方」を，自己の主張に都合良く曲解し

て利用したものであり，明らかに不合理である。	
 



3	
 

	
 

⑵	
 「多重防護の考え方」の基礎となる「前段否定」の発想や，「人は誤り，

機器は故障する」との発想は，異常や事故の発生・拡大を防止しその影響

を低減するために多段的な安全対策を立案・計画するにあたって，各段階

における対策をそれぞれ充実した十分な内容とするために，あえて，各々

を独立した対策として捉え，前段階の対策は奏功せず，後続の対策には期

待できない，との前提を無条件に措くものである。	
 

すなわち，１審被告準備書面（１７）46頁で述べたとおり，各段階での

対策は，それらの対策を合わせることにより（前段階の対策と合わせるこ

とにより）初めて安全確保が図られるというものではなく，また，各段階

の対策は，後続の段階の対策に期待せず，当該段階で確実に異常や事故の

発生・拡大等を防止するのに十分な対策を講じるべきである，との発想に

あえて立って設備の設計等を行うことにより，各段階の対策が不十分な内

容にとどまることを防止しようとするものである。	
 

⑶	
 このように，「多重防護の考え方」における「前段否定」の発想や，「人

は誤り，機器は故障する」との発想は，各段階の対策を立案・計画する際

には，（現実に前段階の対策が奏功しない蓋然性は一切考慮せずに）無条件

に採用すべき判断枠組みである。	
 

しかしながら，他方，本件訴訟のような人格権等の侵害を根拠とする民

事の差止請求訴訟において，１審被告が講じている安全確保対策の有効性

が評価の対象とされる場合には，上記のような判断枠組みを持ち込んで，

前段階の対策が奏功しないといった前提を無条件に措くことが不合理なの

は明白である。	
 

３	
 本書面の構成 

本書面では，まず，本件のような人格権等の侵害を根拠とする差止請求事件

における判断枠組みとして少なくとも深層防護（多重防護）の考え方を採用す

べきであることを明らかにし，次に，深層防護（多重防護）の観点から，当事
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者の主張を整理する。	
 

なお，本書面においては，日本原子力学会が平成２６年５月に発刊した深層

防護の考え方をとりまとめたレポート（甲４７８）を多く引用しているが，一

般論として，日本原子力学会は，原子力ムラの一員として，原発を推進するこ

とを前提とした調査，研究等を行う傾向があるところ，当該レポートの記述に

ついても，基本的には原発を推進することを前提とした論理に貫かれており，

安全側に立っているとはいえない記述も散見される。このような観点から，債

権者らは，当該レポートの記述をすべて肯定するものではないが，他方，債務

者の主張は，かかる日本原子力学会の提言にすら反するものであるため，当該

レポートを引用するものである。	
 

	
 

第２	
 判断枠組みとして少なくとも深層防護の考え方を採用すべきである 

１	
 福島原発事故の背景要因は深層防護の実践に不足があった点にある 

⑴	
 日本原子力学会は，平成２６年５月，原子力安全の基本的考え方において

深層防護の考え方が特に重要であり，福島原発事故の教訓としても重要であ

るとして，深層防護の考え方をとりまとめたレポートを発刊した（甲４７８）。	
 

当該レポートは，その冒頭部分において，「福島原発事故の最大の背景要

因として，ＩＡＥＡ閣僚級会合報告書やＮＲＣのＮＴＴＦ報告書等の多くの

報告書において，深層防護の実践に不足があったとして，なぜ深層防護が原

子炉の安全確保に有効に働かなかったのかについて多くの頁を割いて体系

的に考察している。」ことを述べている（甲４７８・ⅱ頁）。	
 

⑵	
 この点について，国会事故調報告書は，福島原発事故では，原子力法規制

を抜本的に見直す必要があることが明らかになったところ，その一つとして，

深層防護の考え方が原子力の世界において施設の安全確保のために最も重

要な概念であるとして，深層防護の考え方が原子力法規制上十分に確保され

ることを求め，下記のとおり指摘した（甲１・５３１，５３５～５３６頁）。	
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日本の原子力法規制では，深層防護の確保が十分に行われていないという

問題点がある。深層防護とは，より高い安全性を求めるため，原子炉施設で

は，仮にいくつかの安全対策が機能しなくなっても，全体として適切に機能

するような多層的な防護策を構成すべきとする考え方であり，設計，建設，

運転管理等を含めたすべての安全確保活動に適用されるものとして，諸外国

でも用いられている。	
 

まず，日本における原子力安全規制は，電気事業法及び原子炉等規制法に

よって定められているが，基本的には，５層からなる深層防護のうち第３層

を超える事象は事実上起き得ないととらえられている。第４層については，

本件のような事故への対応を可能とするための，外部事象も考慮したシビア

アクシデント対策が十分な検討を経ないまま，事業者の自主性に任されてき

た。	
 

次に，原子力防災体制においても，第５層の深層防護の確保に実効性を持

たせるという点において不十分であった。日本では，「防災対策は原子炉施

設の安全性確保のための措置の外側に位置し，原子炉等規制法に基づく安全

規制とは独自に準備されている行政的措置である」とされてきた。すなわち，

日本の原子力法規制においては，原子炉の安全性の確保と防災対策は，関係

しないものととらえられてきた。しかし，ＩＡＥＡの第５層の防災対策を実

効あるものにするには，防災対策と安全規制の連携が必要であると思われ

る。	
 

例えば，原災法では，事業者による原子力事業者防災業務計画の作成等が

求められているが，その作成は，原子炉の設置や運転とは連動していない。

そこで，原子力施設の設置許可時，遅くとも運転許可時に，その要件として，

事業者は緊急時の防災対策を講じること，また，規制機関は，事業者に緊急

時の防災対策を行うように要求しなければならない，という防災対策を反映

した安全規制を定めることも検討に値する。また，かかる観点から，事業者
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が決定した防災対策については，規制機関が確認できるように法体系を整備

することが求められる。	
 

⑶	
 また，原子力安全委員会は，平成４年５月２８日に決定した「発電用軽水

型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシデントマネ

ージメントについて」（平成９年１０月２０日一部改正)において，原子炉施

設のリスクは十分に低く抑えられているとし，アクシデントマネージメント

の整備はこの低いリスクを一層低減するものとして位置付けていたが，福島

原発事故の発生により，「『リスクが十分に低く抑えられている』という認識

や原子炉設置者による自主的なリスク低減努力の有効性について，重大な問

題があったことが明らかになった。特に重要な点は，わが国において外的事

象とりわけ地震，津波によるリスクが重要であることが指摘ないし示唆され

ていたにも関わらず，実際の対策に十全に反映されなかったことである。」

として，上記平成４年５月２８日決定を廃止し，「シビアアクシデントの発

生防止，影響緩和について，合理的に実行可能な全ての努力を行うべきであ

る。」とする新たな決定を平成２３年１０月２０日に行った（甲４８０「発

電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策について」）。	
 

⑷	
 以上のとおり，福島原発事故の背景要因として深層防護の実践に不足があ

った点が挙げられることは，国内外の各関係機関が認める争いようのない事

実であるから，福島原発事故のような事故は万が一にも起こしてはならない

という立場に立つのであれば，人格権等侵害の具体的危険性の存否を判断す

るに際し深層防護の考え方によらずに判断することは許されない。	
 

２	
 深層防護の考え方は原発の安全性を確保する上で不可欠な考え方である 

深層防護の考え方は，原発に特有のものではなく，一般に安全や信頼性確保

の考え方として存在する。	
 

しかし，他の技術等とは異なり，原発については，事故被害の甚大性，事故

想定や対策の不確かさ等の理由から，深層防護の考え方は，安全性を確保する
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上で不可欠とされている（深層防護の考え方は，確定的な安全概念ではなく，

安全性の考え方としては不十分であるが，ここではその議論は措く。）。	
 

この点について，日本原子力学会の前記レポートは，下記のとおり述べてい

る（甲４７８・２～３頁）。	
 

⑴	
 原子力安全の特徴	
 

一般産業や社会的活動についても，我々の生活に影響を及ぼすリスクがあ

るという面では，原子力施設の場合と同じである。ただし，原子力施設は放

射性物質を内蔵しているので，他の産業などが有するのと同種の危険がある

だけではなく，放射線影響という原子力固有のハザードが存在する。さらに，

万一，大量の放射性物質が放出される事故が発生した場合には，広範囲かつ

長期間，人と環境に深刻な影響を及ぼすという特徴を持っている。特に，原

子炉施設の場合は，福島第一原子力発電所事故のように，放射性物質が大量

に放出されてしまうと，周辺住民の放射線影響を防ぐための避難や居住制限

などの施策によって，生活への影響が出るなど社会的な影響が大きい。この

ような原子力固有の特徴を踏まえて，放射性物質の放出を抑制し，放射線影

響の顕在化を徹底的に防ぐため，原子力安全を確保する取り組みが必要であ

る。	
 

このため，原子力安全の基本的な目的は，原子力の施設や活動に起因する

放射線の有害な影響から人と環境を防護することであり，原子力施設の安全

確保の目標は，人や環境に放射線の有害な影響を与えるような事故の可能性

を確実にきわめて低いものとすることである。	
 

⑵	
 原子力安全のための深層防護	
 

…原子力施設の場合，人と環境を防護するにあたって，放射線や放射性物

質が制御されずに環境中に放出される原因にも，それらが人と環境に影響を

与えるまでの種々の現象にも，人知が及ばない振る舞いが存在しうる。すな

わち，人と環境に影響を与えるまでの諸現象や対策やその対策の効果には不



8	
 

	
 

確かさが存在するため，一つの対策のみでは完璧な対策とはなり得ない（形

あるものは必ず壊れるし，思うように動かない，対処できないこともある）。

事前には充分と思われた対策でも思いがけない理由で失敗するかもしれな

いという不確かさの影響を考慮して，別の対策，次の防護レベルの対策と繰

り返すことにより，人と環境に対する一連の防護策全体の実効性を高めるこ

とが必要となる。このように，一つの対策では防げないという不確かさを考

慮して，放射線リスクから人と環境を護るための防護策全体の実効性（成功

確率）を高めるために適用されるのが原子力安全のための深層防護の概念で

ある。	
 

⑶	
 防護策の実効性を高めるための考え方	
 

防護策全体の実効性を高めるために様々な対策がなされるが，この対策を

多層とすることを基本的な考え方として，積極的な防護策を講じている（重

要な戦略としている）。具体的な対策には，想定する事象に対して，複数の

防護レベルでさまざまな手段を用意しておく，すなわち，設計基準事象とい

う想定の中で対策することが基本であり，少なくともＴＭＩ事故までは，こ

の設計基準事象を厳格に運用することで十分な安全性が確保できると考え

られていた。一方，現実世界で発生する事故（特にシビアアクシデント）に

は，設計基準事象で想定したシナリオを逸脱する，多重故障やヒューマンエ

ラー（特にコミッションエラー），外部事象が関与する場合がある。すなわ

ち，定められた設計基準事象に対して備えるのみでは高い安全を達成するに

は十分ではない（現実の事故には完全には備えることはできない）と考える

べきである。このことは，設計基準事象の想定の不完全さに伴う不確かさを

示すものであり，不確かさに対する備えを用意する，つまり，不確かさに備

えて対策を多層とすることで，防護策全体の効果（成功確率）を高めること

ができる。放射線影響が抑制され，リスクが低く維持されるようになるよう

に，	
 対策を多層とすることが必要である。ここで，リスクの低減効果を評
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価するためには，目指すべきリスクの抑制水準（安全目標）やこれを満たす

ための性能目標といった指標が必要である。	
 

⑷	
 原子力安全を確保するための普遍的な考え方	
 

以上のように，我々が最善を尽くし万全を目指して設計したシステムであ

っても，なおかつ安全を損なう事象が発生しうる可能性は排除できないとし

て，そのような不確かさにも適切に対応できるように対策をとる考え方が

「深層防護の考え方」である。つまり，「深層防護の考え方」は，不確かさ

に対する備えであり，原子力安全を確保する上で，想定外は存在するという

ことを考慮して事前に対策しておくために不可欠な考え方である。具体的な

対策は，それぞれの原子力施設により異なるものとなりうるが，「深層防護

の考え方」は原子力安全を確保するための普遍的な考え方となっている。	
 

このように原発における深層防護の考え方は，事故被害の甚大性，事故想定

や対策の不確かさ等の原発の本質的危険性から要請されるものであるからこ

そ，他の技術等とは異なり，安全性を考える上で不可欠な考え方とされている

のである。	
 

本件のような原発の運転差止請求事件においては，原発の運転により人格権

等を侵害する具体的危険性の有無が問題となるところ，かかる具体的危険性の

有無の判断において，上記のように原発の本質的危険性から要請される深層防

護の考え方が必要となることは当然である。	
 

３	
 小括 

以上のとおり，債務者は，深層防護の考え方における「前段否定」の発想や，

「人は誤り，機器は故障する」との発想は，各段階の対策を立案・計画する際

には，（現実に前段階の対策が奏功しない蓋然性は一切考慮せずに）無条件に

採用すべき判断枠組みであるとしながら，本件のような人格権等の侵害を根拠

とする民事の差止請求事件においては，このような判断枠組みを持ち込むこと

は不合理であるという，驚くべきダブルスタンダードを主張しているが，福島
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原発事故の最大の背景要因は深層防護の実践に不足があった点にあるから，福

島原発事故のような事故は万が一にも起こしてはならないという立場に立つ

のであれば，深層防護の考え方によらずに具体的危険性の有無を判断すること

は許されない。また，原発における深層防護の考え方は，事故被害の甚大性，

事故想定や対策の不確かさ等の原発の本質的危険性から要請されるものであ

るからこそ，他の技術等とは異なり，安全性を考える上で不可欠な考え方とさ

れているのであるから，原発運転差止請求事件における具体的危険性を判断す

るに際して，深層防護の考え方を排除する理由はない。	
 

したがって，本件原発の具体的危険性を判断するにあたっては，少なくとも

深層防護の考え方に基づき判断しなければならない。	
 

	
 

第３	
 深層防護の観点からの当事者の主張の整理 

１	
 判断手法に関する主張 

⑴	
 債務者は，原決定について，蓋然性を検討することなく，失敗することを

当然の前提とした事実認定が散見されると批判する（債務者異議審主張書面

⑴１２頁等）。	
 

原決定が失敗することを当然の前提とした事実認定を行っているわけで

はないことについては，債権者ら第９準備書面２１～２２頁等で述べたとこ

ろであるが，債務者も認めるとおり，深層防護の考え方からすれば，「前段

否定」の発想や，「人は誤り，機器は故障する」との発想は，各段階の対策

を立案・計画する際には，無条件に採用すべきであるから，債務者の上記批

判は，当を得ないものとなる。債務者には，各段階の対策について，他の段

階の対策に期待せずとも，当該段階で確実に異常や事故の発生・拡大等を防

止するのに十分な対策を講じられており，各段階の対策が不十分な内容にと

どまっていないことを主張・立証することが求められる。	
 

⑵	
 債務者は，原決定について，いかなる欠陥に起因して，どのような機序で，
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債権者らの人格権を侵害するような放射性物質の大量放出等が生じるのか

が何ら具体的に示されていないと批判する（債務者異議審主張書面⑴１３頁

等）。	
 

原決定が具体的機序等を念頭に置いた判断を行っていることについては，

債権者ら第９準備書面２３頁等で述べたところであるが，深層防護の考え方

からすれば，「現実世界で発生する事故（特にシビアアクシデント）には，

設計基準事象で想定したシナリオを逸脱する，多重故障やヒューマンエラー

（特にコミッションエラー），外部事象が関与する場合がある。すなわち，

定められた設計基準事象に対して備えるのみでは高い安全を達成するには

十分ではない（現実の事故には完全には備えることはできない）と考えるべ

きである。このことは，設計基準事象の想定の不完全さに伴う不確かさを示

すものであ」るから（甲４７８・３頁），債務者が主張するように，放射性

物質の大量放出等が生じるような事故について，いかなる欠陥に起因して，

どのような機序で起こるのかがすべて明らかにされなければ，危険だとはい

えないというような考え方は，深層防護の考え方に真っ向から反するものと

なる。	
 

２	
 冷却機能の維持に関する主張 

⑴	
 債務者は，原発の施設には安全余裕ないし安全裕度があり，たとえ基準地

震動を超える地震動が到来しても直ちに安全上重要な施設の損傷（機能喪失）

の危険性が生じることはないと主張する（債務者主張書面⑴１５４～１５７

頁等）。	
 

これを深層防護の観点から検討すると，「安全設計で要求される基準（例

えば燃料被覆管温度や格納容器圧力に係る基準）は，安全上必要なシステム

や物理的障壁が喪失した場合に実際に損傷するレベル（温度，圧力等）に対

して余裕を持って設定される。これは，機器等の設計において，システムや

物理的障壁のふるまいを予測する際に十分に考慮されない現象や事象進展
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に対して余裕をみておくためである。安全裕度は，このように設計において

現象や事象進展の不確かさに対して備えるための工学的アプローチであり，

深層防護の概念を適用して各防護レベルの信頼性を高めるためには不可欠

の要素」であり（甲４７８・９～１０頁），債務者が主張するような「安全

余裕論」は認めることができない。	
 

また，「ある強度レベルまでの外的事象に対しては，深層防護の概念に基

づき対策することになっていたが，その強度レベルを超える外的事象に対す

る具体的な取り組みについては，これまで明確にされていなかった」から（甲

４７８・９頁），深層防護の考え方から基準地震動を超える地震動が発生し

た場合の安全だといえる具体的な取り組みを挙げることはできない。	
 

⑵	
 債務者は，原子炉の安全性に係る冷却水・電源の供給について，それぞれ

補助給水設備・非常用ディーゼル発電機がその役割を担うこととし，これら

の設備に特に高い信頼性を持たせることにより原子炉の安全性を担保して

いるから，主給水ポンプや外部電源は，その役割として，原子炉の安全性を

確保するために必要な冷却水や電源の供給を担うことを期待されてはおら

ず，「安全上重要な設備」ではないので，必ずしも基準地震動に対する耐震

安全性を備える必要はないと主張する（債務者異議審主張書面⑴３０～３１

頁等）。	
 

かかる債務者の主張について，原決定は，「債務者は本件原発の安全設備

は多重防護の考えに基づき安全性を確保する設計となっていると主張して

いるところ，原発の安全性を確保するためには多重防護の考えに立つことが

不可欠であることに異論の余地はないところであろう。しかし，多重防護と

は堅固な第１陣が突破されたとしてもなお第２陣，第３陣が控えているとい

う備えの在り方を指すと解されるのであって，第１陣の備えが貧弱なため，

いきなり背水の陣となるような備えの在り方は多重防護の意義からはずれ

るものと思われる。」（３８頁）とまさに深層防護の考え方に基づき的確に債
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務者の主張を排斥している。	
 

なお，債務者は，主給水ポンプ及び外部電源について基準地震動に対する

耐震安全性を備える必要があるという原決定の判示及び債権者らの主張に

対し，グレーディッドアプローチの発想が，プラント全体の安全性確保にと

ってむしろ有効なものであることを全く理解せずになされているものであ

り，合理性を欠くと主張しているが（債務者主張書面⑻兼異議審主張書面⑶

１０頁等），かかるグレーディッドアプローチの発想は，深層防護の考え方

に反するものではなく，原決定及び債権者らもこれを否定するものではない

（原決定及び債権者らは，主給水ポンプ及び外部電源について基準地震動に

対する耐震安全性を備える必要があると主張しているにすぎず，すべての施

設についてこのような耐震安全性を求めているわけではない。）。	
 

⑶	
 債務者は，「①主蒸気逃がし弁による熱放出，②充てん系によるほう酸の

添加，③余熱除去系による冷却のうち，いずれか一つに失敗しただけで，補

助給水設備による蒸気発生器への給水ができないのと同様の事態に進展す

ることが認められるのであって，補助給水設備の実効性は不安定なものとい

わざるを得ない」，「各手順のいずれか一つに失敗しただけでも，加速度的に

深刻な事態に進展し，未経験の手作業による手順が増えていき，不確実性も

増していく」という原決定の判示（３５頁）に対し，蓋然性を検討すること

なく，失敗を当然の前提として認定していると批判する（債務者異議審主張

書面⑴３２～３３頁等）。	
 

これを深層防護の観点から検討すると，地震時の原子炉の冷却という最も

重要な局面において，「各手順のいずれか一つに失敗しただけで補助給水設

備による蒸気発生器への給水ができないのと同様の事態に進展することが

認められる」ような設計を用いていること自体が問題であり，原決定が指摘

するとおり，深層防護の考え方からはずれるものである。	
 

⑷	
 債務者は，本件ストレステストにおいて，事故原因につながる事象は十分
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に取り上げられていると主張する（債務者主張書面⑺兼異議審主張書面⑵５

１～５３頁）。	
 

本件原発の事故シナリオとして取り上げられていない重大事故につなが

る事象が存在することについては，債権者ら第２８準備書面３６頁等で述べ

たところであるが，一般論としても，極端に発生頻度が低い，或いは予見す

ることができないために，安全性を向上させるための対象として考慮されな

い事象は存在し続ける。例えばＰＲＡは一般にイベントツリーやフォールト

ツリーを用いて論理的に事象を網羅するアプローチであり，“unknown	
 

unknowns”（未知の未知）の事柄は考慮されない。安全性を向上させる上では

リスク評価にも限界があり，そのような事象に対しては，定量的な発生頻度

の評価結果ではなく，防護策が無効になることを想定して対策を展開する，

守るべきものから逆に辿って対策を展開するなどの安全性を高める取り組

みが重要となる。（甲４７８・２３頁）	
 

３	
 閉じ込めるという構造（使用済み核燃料の危険性）に関する主張 

⑴	
 債務者は，使用済み核燃料は，冠水さえしていれば崩壊熱が十分除去され，

放射性物質を閉じ込める役割を果たす燃料被覆管の損傷に至ることはなく，

その健全性が維持されることから，使用済み核燃料プールからの周辺環境へ

の放射性物質の放出を防止するためには，使用済み核燃料の冠水状態を保つ

必要があり，かつ，それで十分であるから，使用済み核燃料は，堅固な施設

による「閉じ込め」を必要としないと主張する（債務者異議審主張書面⑴７

５～７６頁等）。	
 

深層防護の概念の具体的な適用という捉え方がされているものとして，原

子炉における多重の物理的障壁の使用（燃料ペレット，燃料被覆管，原子炉

冷却材圧力	
 バウンダリ，格納容器）があるところ（甲４７８・８頁），債務

者の主張は，使用済み核燃料については，原子炉内の核燃料における５重の

壁（第１の壁：燃料ペレット，第２の壁：燃料被覆管，第３の壁：原子炉冷
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却材圧力バウンダリ，第４の壁：格納容器，第５の壁：原子炉建屋）のうち，

第３と第４の壁は不要という考え方である。５重の壁といっても，「閉じ込

める」機能においてその重要性は全く異なり，第４の壁である格納容器が飛

び抜けて重要であるから，これに相当する施設が不要であるということは，

使用済み核燃料については，「閉じ込める」機能は必要ないと主張している

に等しい。福島原発事故においても生じるおそれがあった使用済み核燃料の

冠水状態が維持されない事態を想定しないということは，深層防護の考え方

に反するといわざるを得ない。	
 

⑵	
 債務者は，使用済み核燃料プールの冷却機能及び注水機能を喪失した事象

をもあえて想定し，仮にこのような事態が生じた場合であっても，消防ポン

プによる注水により，使用済み核燃料プールの水位を回復させて維持し，使

用済み核燃料プール内の核燃料の損傷を防止できることを確認していると

主張する（債務者異議審主張書面⑴８２頁等）。	
 

使用済み核燃料プールの冷却機能及び注水機能を喪失した事象を想定す

ることは，深層防護の考え方から求められるものである。	
 

もっとも，消防ポンプによる注水については，深層防護の観点からは，人

間はミスをするものであることを踏まえた安全設計や運転員の力量維持が

求められ，例えば，駆動源喪失や故障が発生した場合においても，常に安全

側にその機能が作用するように設計する（フェイルセーフ），駆動源喪失や

故障が発生した場合においても，常にその状態を維持するように設計する

（フェイルアズイズ），間違った操作をしようとしても操作出来ないように

設計する（フールプルーフ）などがあり，これらにより防護レベルの信頼性

が高められるところ（甲４７８・１１頁），かかる観点からは，使用済み核

燃料プールの自然循環冷却システムや空冷の中間貯蔵設備の導入が求めら

れるところである（債権者ら第３５準備書面９頁参照）。	
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４	
 シビアアクシデント対策に関する主張 

⑴	
 債務者は，万一，事故が発生し，さらに，安全性確保のために必要な設備

等の一部が故障した場合であっても，炉心の著しい損傷や周辺環境への放射

性物質の異常な放出は確実に防止されるようになっており，本件原発の安全

性は確保されていると主張する（債務者主張書面⒃兼異議審主張書面⑾５頁

等）。	
 

炉心の著しい損傷や周辺環境への放射性物質の異常な放出が生じる可能

性を否定することはできないことについては，枚挙にいとまがなく，特に，

地震，津波，テロ等の外部事象の想定において不確かさを排除できないこと

については，債権者らが各書面で述べたところであるが，深層防護の考え方

からしても，「安全性確保のために必要な設備等の一部が故障した場合であ

っても，炉心の著しい損傷や周辺環境への放射性物質の異常な放出は確実に

防止されるようになって」いるなどとは到底いえない。「現実世界で発生す

る事故（特にシビアアクシデント）には，設計基準事象で想定したシナリオ

を逸脱する，多重故障やヒューマンエラー（特にコミッションエラー），外

部事象が関与する場合がある。すなわち，定められた設計基準事象に対して

備えるのみでは高い安全を達成するには十分ではない（現実の事故には完全

には備えることはできない）と考えるべきである。このことは，設計基準事

象の想定の不完全さに伴う不確かさを示すものであ」る（甲４７８・３頁）。

「特に，地震や津波を始めとする自然事象に加えて，テロや航空機衝突など

の外的人為事象など，設計基準を超える外的ハザードに対しては，設計基準

に対する対策は機能を失う」ことになる（同２１頁）。	
 

⑵	
 債務者は，本件高浜原発の緊急時対策所のスペースと居住性が十分でない

ことや，同所が免震構造を有していないことと，債権者らの主張するような

人格権侵害の具体的危険性とがどのように関連するのか不明であると主張

する（債務者主張書面⑼兼異議審主張書面⑷２２～２３頁）。	
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緊急時対策所は，一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異

常が発生した場合に適切な措置をとるために原子炉制御室以外の場所に設

けなければならないものであり（実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則第３４条），深層防護の考え方に基づき要

求されているものということができるから，重大事故等が発生した場合にお

いても当該重大事故等に対処するための適切な措置が講じられていなけれ

ば（同第６１条参照），人格権侵害の具体的危険性が認められることとなる。	
 

５	
 防災対策に関する主張 

債務者は，本件原発について，自然的立地条件に係る安全確保対策及び事故

防止に係る安全確保対策（多重防護の考え方に基づく設計等）といった万全の

安全確保対策を講じているところであり，これらの対策によって，炉心の著し

い損傷や周辺環境への放射性物質の異常な放出は確実に防止されるから，本件

原発から放射性物質が異常に放出され，周辺住民等の避難が必要となる事態に

陥ることはまず考えられない，換言すれば，防災対策・避難計画に関する行政

規制の当否を論じるまでもなく，本件原発に債権者らの人格権を侵害する具体

的危険はないと主張する（債務者主張書面⑽兼異議審主張書面⑸）。	
 

防災対策は，ＩＡＥＡにおける５層から成る深層防護の第５のレベルに位置

付けられるところ，深層防護がこのように防災対策を含むものであることは，

債務者も認めるところである（甲４７９・１１頁）。	
 

本件原発の具体的危険性を判断するにあたって，深層防護の考え方に基づき

判断しなければならないこと，「炉心の著しい損傷や周辺環境への放射性物質

の異常な放出は確実に防止される」などとは到底いえないことは，上記のとお

りであるが，防災対策については，田中俊一原子力規制委員会委員長が「地域

防災計画は新基準と併せて原発の安全確保の車の両輪」と常々述べていること

などからしても，防災対策・避難計画に関する行政規制に不備がある場合には，

具体的危険性が認められるべきである（債権者ら第１７準備書面２～４頁参
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照）。	
 

以上	
 


